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参考資料 1 応急危険度判定 
1. 応急危険度判定における石綿の取扱いについて 

 目的 

 調査対象 

 調査方法 

 対応 

2. （参考）応急危険度判定にあたってのアスベスト対応マニュアル本編 

 
1. 応急危険度判定における石綿の取扱いについて 

応急危険度判定は、構造躯体の危険性などから当面の使用の可否を決め、余震等による

落下物の危険性、及び倒壊の危険性等、二次的災害の被害を防止することを目的として、

実施されてきた。 
 近年、石綿ばく露による健康被害問題の実態が明らかになり、国土交通省の諮問に応じ

て、社会資本整備審議会建築分科会が「建築物における今後のアスベスト対策について（平

成 17年 12月）」を建議した。これを受けて、応急危険度判定における石綿調査の在り方に
ついて、「地震時における被災建築物応急危険度判定におけるアスベスト飛散防止対策」が、

国土交通省の委員会において検討され、「応急危険度判定にあたってのアスベスト対応マニ

ュアル」が作成されたところである。 
 これにより今後、地震時において実施される応急危険度判定において、石綿の調査が実

施されることとなった。 
以下に、その目的等の概要を示すとともに、参考として「応急危険度判定にあたっての

アスベスト対応マニュアル」の本編を添付する。詳細については、『2.（参考）応急危険度
判定にあたってのアスベスト対応マニュアル本編』を確認のこと。 
 
1.1 目的 

「応急危険度判定におけるアスベスト対応マニュアル」の目的として、表 R1.1 の 3点が
示されている。 

 
表 R1.1 応急危険度判定における目的 

 

1. 周辺住民に対して石綿の飛散の可能性について情報提供 
2. 被災建築物の解体・瓦礫処理作業を行う者に対して情報提供 
3. 飛散した石綿へのばく露からの判定士の保護 
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1.2 調査対象 

「応急危険度判定におけるアスベスト対応マニュアル」における調査対象建築物及び対象

石綿を表 R1.2に示す。 
 

表 R1.2 応急危険度判定における石綿調査対象（概要） 

 
1.3 調査方法 

 この調査は、基本的に外観からの目視による調査及び建築物所有者等へのヒアリングを

原則としており、特にこの調査のために建築物内部に入ることはしないとされている。 
 ただし、オプションとして立入ることもある。 
 判定は、建築年の確認と飛散性石綿の露出の確認の 2つのポイントに基づいて実施され、
「飛散性アスベスト可能性有」又は、「応急危険度判定では飛散性アスベストは確認できな

い」の 2つに区分される。 
 
1.4 対応 

調査結果の対応として、表 R1.3 の 2つの事項が記載されている。 
 

表 R1.3 調査の結果を受けての対応 

対象建築物 鉄骨造 
鉄筋及び鉄骨鉄筋コンクリート造 
（木造建築については、原則として調査対象外とされているが、

寒冷地等では検討対象とされている。） 
対象石綿 飛散性石綿 

（吹付け材、保温材等） 

1. 建築物所有者及び周辺住民への対応 
2. 解体時の対応 
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2. （参考）応急危険度判定にあたってのアスベスト対応マニュアル本編 

応急危険度判定における石綿の取扱いに関するマニュアルの本編を抜粋して、以下に示

す。 
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1. 地震時における被災建築物応急危険度判定における 
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